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研究成果の概要（和文）：21 世紀初頭の新しい日本型人的資源管理（HRM）システムのあり方と

して，コーポレート・ガバナンス制度や経営戦略の側面においては，1990 年代以降，グローバ

リゼーションや情報通信技術（ICT）革新の影響の下，かなりの程度変容し，「市場主義」的に

なりつつある。しかし，多くの日本企業は，組織・人的資源管理の側面においては，部分的に

は変化が見られるものの，従前の仕組みを残存させつつ新たなモデルを志向している実態が明

らかとなった。こうした動向は，新しい日本型モデルを構築していくうえで大きなヒントにな

ると思われる。 

 
研究成果の概要（英文）：Japanese companies clearly have changed from the 1990s, when 
“Japanese management” attracted attention. The change can be attributed to the progress 
of globalization in management activities, in particular, the influence of the American 
style of business management system. The degree of change for the management system in 
Japanese companies varies with each aspect of management. Even Japanese companies aspired 
for the American management system (governance, in particular), but the reverse function 
has become clear in the companies that introduced the American governance system.
 With respect to strategy, the market principle has become widespread, and a 
system to increase profit in the global market is desired. Above all, there is an intention 
to adjust the strategy to the global standard, in particular, in finance and information 
technology. In the fields of organization and HRM, Japanese companies introduced a 
mechanism close to the American style, however, they preserve the “Japanese style” and 
attempt to explore a new mechanism suitable to Japanese companies. 
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くの日本企業は，市場・技術・社会制度等の
環境が激変する中，さまざまな局面において
その経営システムの変革を迫られ，環境変動
に適応しようと模索を続けてきた。90 年代以
降，例えばグローバリゼーション，コーポレ
ート・ガバナンス改革，多発する M&A，新た
な戦略的提携，企業の社会的責任，成果主義
人事・報酬管理など，変化を示すキーワード
を挙げれば枚挙に暇がない。しかし，日本企
業においてみられたこれらの動向も，21 世
紀に入り 10 余年を経過し，ここ数年間はや
や落ち着きがみられ，次第に新たな構造化局
面に入りつつある。また，定着した新しい諸
制度の問題点や課題も徐々に明らかにされ
つつあり，これらを踏まえた上で，さらに未
来を見据え新たな長期ビジョンを模索しよ
うとする日本企業も散見されるようになっ
てきた。 

しかし，こうした点を統合的に捉えた経営
学研究はこれまで殆ど為されてこなかった。 
 

２．研究の目的 
本研究課題は，企業の「人のマネジメント」

の側面に特に焦点を当て，日本企業における
新しい人的資源管理システムの総体を「日本
型 HRM システム」として捕捉し，これら市場・
技術・社会の諸変動を経験した後，この日本
型人的資源管理システムがどのような基本
構造を有したものとなっているか，またこの
基本構造が具体的にどのような経営的機能
を果たしているかについて，他国との国際比
較を行いつつ，企業組織全体・マネジメン
ト・作業組織の各レベルにおいて検討を加え，
さらに今後の変化の方向性に関する検討・考
察も含め，総合的に研究することが目的であ
る。 

 
３．研究の方法 
 企業全体レベル，管理組織レベル，作業組
織レベルのそれぞれの分析レベルにおいて，
理論研究（文献レビュー）および実証研究（企
業訪問等）を介してデータを蓄積し，モデル
構築を行った。 
 理論研究では，バブル崩壊以降の日本企業
における経営環境（市場・技術・社会）の」
変動を，先行諸研究や資料類の渉猟によって
確認する作業を行い，市場・技術・社会の各
環境において，具体的にどういった変化がみ
られたかについて検討作業を行った。その上
で，それぞれの環境領域において具体的にど
のような項目を取り上げるべきかについて
も検討を加え，企業全体レベル，マネジメン
ト・レベル，作業組織レベルのそれぞれの側
面において，これら環境変化の諸項目がいか
なる影響を及ぼしており，新しい日本型 HRM
システムの構成要素と関連づけることがで
きるかについて精査した。 

これら経営環境の変動を具体的に捕捉し
た上で，それぞれの側面における諸変化のど
の部分が，どの程度，いかように日本型人的
資源管理システムの各検討次元に影響を与
えているかについて実証研究を行うべく， 
それぞれについて変化の指標を作成した。 
 
４．研究成果 
21世紀初頭の新しい日本型HRMシステムの

あり方として，ガバナンス制度や戦略の側面
においては，1990 年代以降，グローバリゼー
ションや情報技術革新の影響の下，かなりの
程度変容しつつある。しかし組織・人的資源
管理の側面では，部分的には変化が見られる
ものの，従前の仕組みを残存させつつ，新た
なモデルを志向している姿が明らかとなっ
た。より具体的には以下の 6点に要約可能で
ある： 
（1）日本企業は 1980 年代のいわゆる日本的
経営が注目されていたころに比べ，明らかに
変化を遂げている。 
（2）これらの変化をもたらした背景要因と
して，経営活動のグローバリゼーションの進
展，とりわけアメリカ型の企業経営システム
の影響が挙げられる。 
（3）これら日本企業の経営システムの変化
の程度は，経営の各側面によって差違がある。 
（4）経営制度（特にガバナンス）面におい
ては，日本企業においてもアメリカ型のガバ
ナンスシステムが志向されたが，導入企業で
はその逆機能が顕在化している。 
（5）戦略面では，市場主義の浸透が進み，
グローバル市場で収益が拡大できるような
体制が志向され，特に財務や情報技術の側面
において，グローバル基準に合わせようとす
る志向性が顕著にみられる。 
（6）組織面・人事面では，アメリカ型に近
い仕組みを取り入れつつも，他方で「日本的」
なあり方も残存させており，寧ろ日本企業の
コンテキストに合った仕組み作りが模索さ
れている。 
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